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研究成果の概要（和文）：本研究は、災害をめぐり、主体的な市民/住民の参加が発生し、市民社会の萌芽となり得る
ことをあきらかにすることを目的にしていた。
主に中越地震被災地、大阪市上町台地地区などと、東日本大震災被災地でのアクションリサーチをおこなった。
結果として、復興直後においては、ボランティアの関わり方が被災者の復興への関わり方に影響を及ぼすことがわかっ
た。また、長期にわたる復興では、住民の自主的な参加が減少し、市民社会の祖型となる地域的協働を生み出すために
はいかに集合的なアイデンティティを作り出すかが課題であることがわかった。そして、減災においては、科学者など
の専門家の関わりが重要であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to make it clear that the disaster will develop th
e participation of the civil and residents and create the germ of the civil society in Japan.
The action researches were done at the disaster areas in Chuetsu, Tohoku and Uemachi-daichi in Osaka.
As results from this research, three points were made clear. First, the way of the action of the volunteer
s to the survivors would effect on the way of the attitudes of the survivors to the reconstruction and rev
italization on the disaster. Second, in the long-term revitalization, the participation of the residents w
as declined, so it is very important for doing the partnership among the residents to creating the collect
ive identity. Third, in the mitigation, the role of the professionals are important.
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１．研究開始当初の背景 

 日本社会は成熟社会を迎え、岐路に立たさ

れていた。個人化（ギデンズ）が確立する中

で、個々人は孤立し、近代に起因する課題（自

己責任論や格差、環境問題など）が生じてい

た。そのために、個々人による協働的な活動

に基礎づけられた市民社会の成立が必要に

なっていた。 

 当時、そのような市民社会を生み出す枠組

みを分析したり、その成立に寄与するような

研究がなかった。 

 また、1995 年の阪神淡路大震災以降、日

本ではさまざまな災害が発生し、その度ごと

に復興活動が生じた。その中には、住民が主

体的に参加するものもあった。この住民主体

の復興活動は、住民間の協働作業によって支

えられているという点から、市民社会の萌芽

となる可能性があった。しかし、そのような

住民主体の復興活動を市民社会の成立と関

連づけ、さらに生み出していくような長期に

わたるアクションリサーチは当時はまだな

かった。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、自然災害を直接・間接的契機と

して起きる住民活動及びそれを支えるボラン

ティアやNPO・NGOの動きと日本における市

民社会の関係（成立の可能性や特徴）を社会

学的視点にグループ・ダイナミックス（社会

心理学）の視点を援用しながら明らかにする

ことを目的としている。その際、「住民参加」

「ボランティアやNPO・NGOなどの市民活動

と被災住民との関係」さらに、「既存の政治

システム・経済システムと社会との新しいガ

バナンス」に注目する。 

 また、国際比較研究を通じて日本における

市民社会の特徴と条件を民主主義の観点から

明確にすることも目的とする。また、研究期

間中に発生した東日本大震災後の被災地での

動きも視野に入れる。 

 

３．研究の方法 

 被災地（中越地震・東日本大震災）や今後

災害予想される地域（大阪市）でのアクショ

ンリサーチとインタビューをおこなった。 

 

４．研究成果 

 本研究は、災害をめぐり、主体的な市民/

住民の参加が発生し、市民社会の萌芽とな

り得ることをあきらかにすることを目的に

していた。 

 主に中越地震被災地、大阪市上町台地地

区などと、東日本大震災被災地でのアクシ

ョンリサーチをおこなった。 

 結果として、復興直後においては、①ボ

ランティアの関わり方が被災者の復興への

関わり方に影響を及ぼすことがわかった。

また、②長期にわたる復興では、住民の自

主的な参加が減少し、市民社会の祖型とな

る地域的協働を生み出すためにはいかに集

合的なアイデンティティを作り出すかが課

題であることがわかった。そして、③減災

においては、科学者などの専門家の関わり

が重要であることがわかった。 

 

① ボランティアと復興 

 災害において被災者は多くのものを失う。

家や働く場、あるいは大切な人たちなどで

ある。その中で、社会学的に見るならば、

被災者は、日常のルーティン＝今日あるこ

とが明日もあるという確信を失ってしまう。

言いかえるならば、日常性への信頼を失っ

てしまうのである。 

 ボランティアは、その日常性への信頼が

崩れた状態の中で、活動することになる。

したがって、ボランティアがおこなう活動

は、不足のものを満たしたり、何かの手伝



いをするというよりも、被災者の日常性へ

の信頼を回復するお手伝いをするというこ

とである。 

 それが、結果として被災者の復興活動へ

の意欲的な関わりとなることが分かった。

「ボランティアが頑張っているんだから、

自分も頑張らなければ」などという言説も

よく見られた。 

 

② 復興における集合的アイデンティティ 

 いわゆる「災害ユートピア」的な状況が

終焉を迎えると、被災者たちは個々人の生

活を中心とした暮らしをおこなうようにな

る。それは結果として、住民の協働的な活

動を困難にする状況をもたらす。 

 しかし、復興活動においてはより多くの

被災者の主体的な参加が必要であり、それ

は結果として被災前よりも住みやすい地域

社会を作り上げ、市民社会の祖型となる。 

したがって、長期にわたる復興活動におい

ては、自分の利害と地域の利害を一致させ

る、あるいは同時に満たす必要性がある。

そのための条件として「集合的アイデンテ

ィティ」の成立があげられる。 

 この集合的アイデンティティの成立のた

めには、ボランティアのような外部者が積

極的に被災者と地域のこと、地域での新し

い暮らし方について議論し、発見していく

ことが必要となることがわかった。 

 例えば、学生ボランティアとの会話にお

いて「ここは、都会とは違う暮らしができ

る」などと自分たちの地域を肯定的に捉え

る語りなどが見られた。 

 

③ 減災における専門家の役割 

 減災は日常生活と一見すると乖離してい

るので、多くの住民は専門的知識が必要で

あると考える。そこで、みずからの進むべ

き道、対応、考え方などを専門家に頼る傾

向がある。 

 しかし、科学コミュニケーションの知見

からすれば、何の専門家が語るかよりも、

どんな専門家が語るかが重要である。つま

り、地震に備えるからといって地震の専門

家であれば、誰でもよいというわけではな

い。その地域、地形、地質に対して深い「愛

着」を持っている専門家が必要である。つ

まり、専門的知識が客体としてあるのでは

なく、主体的な存在として認識している専

門家が必要なのである。 

 また、一方で、住民はその知識を受動的

に受け入れるのではなく、自分たちの日常

生活における知との関係において、それを

解釈し、転用していくことが必要である。

つまり、日常に根ざした、あるいは隠蔽さ

れた減災活動が必要となってくる。 

 それは、結果として、日常における住民

間の協働的な活動を前提とするものである

ということが分かった。 
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